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研究成果の概要（和文）：　都市部小学校6年生を対象に20年前と同じ方法で体格・活動量・生活活動時間・食
事の調査を行った。現在と昔の肥満児の割合には差が認められなかった。現在の児童の活動量は20年前に比べて
有意に低い値を示し、10年前に比べて有意に高い値を示した。現在の児童は昔に比べ、TV視聴時間が約25％有意
に減少し、学習時間が有意に増加し、カルシウム摂取量が有意に減少した。現在の活動量が20年前に比べて減少
し、10年前に比べて増加を示した生活活動の要因は明らかにならなかった。長期経過観察では時代変化による生
活活動項目の比較が困難であり、今後の課題である。
　農村部小学校の調査は当該校の事情により、調査不可能であった。

研究成果の概要（英文）：　We examined physical activity, phisique, lifestyle, food intake by the 
same method as 20-year before for the sixth grader in urban-areas elementary school. There was no 
significant difference in percentage of overweight children compared with previously. The physical 
activity levels was significantly lower compared with 20-year before, there was significantly higher
 compared with 10-year before. The time of watching television was significantly decreased by about 
25%, the time of studying was increased, the intake of calcium was decreased compared with 
previously. There was no clear that lifestyle was caused by the physical activity levels was 
significantly lower compared with 20-year before, there was significantly higher compared with 
10-year before. Comparison of lifestyle item may be difficult owing to change of time in long-term 
follow-up study, we should examine these subjects in the future. We were impossible to examination 
at rural-areas elementary school by reason of school.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　児童の身体活動を促進する方策を検討するには、長期間に起きている児童の活動量や体格の変化を把握し、そ
の背景となる生活習慣（運動・食事・生活時間）との関連を明らかにすることが重要である。本研究の特色は16
～20 年前に調査した同一小学校に在籍する小学生を対象とし、16～20 年前と同じ方法で調査し、活動量評価に
は同じ加速度計を使用することであった。本研究結果はこれからの時代に合った児童の健康・体力づくり施策を
推進するための基礎的データとして有効に活用できる。また、本研究のように、同一小学校の小学生を対象に10
 年後、20 年後に調査している研究は見あたらず、調査結果は、非常に貴重な資料となる。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
近年、こどもの身体活動量が減少しているかどうかについて世界的な関心が高まっている。
小学生の歩数を調べた研究をレビューすると、海外 1,2）や日本 3,4）でさまざまな断片的な調査
が実施され、時代とともに歩数が低下していることが推察される。しかし、これらの研究は個々
に調査されたもので、地域や身体活動量測定に使用した歩数計が異なり、直接比較することが
できない。児童の身体活動量の変化を正しく調査するには、同じ地域で同じ歩数計を使って身
体活動量を測定する研究が必要である。時代変化を同一の地域で調査した研究をまとめた
Boothら 5）のレビューでは、アクティブな徒歩や自転車の通学は、7 つの異なる研究で低下し
ている一方、組織的なスポーツ（クラブ）活動は増加している集団もあるとしている。ただし、
同一の地域で加速度計などを用いて客観的に身体活動量の時代変化を調べた調査はわずかで、
結果も地域によって異なっており、更なる研究の蓄積が重要であるとしている。同一地域にお
いて加速度計を用いて客観的に身体活動量の時代変化を調べた研究 6-8）はすべて海外の調査で
あり、日本では、同一地域の児童の長期にわたる身体活動量の変化を同じ加速度計を使って調
査した我々の研究以外に見当たらない。我々は 1999 年に調査した都市部の同一小学校に在籍
する 6 年生を対象に、2009 年、以前と同じ方法で調査を行い、その結果、10 年間で歩数、
エネルギー消費量、運動によるエネルギー消費量、身体活動レベルは有意に減少し、外遊び
（p<0.001）と徒歩通学（p=0.043）の時間も減少し、10 年間における児童の身体活動量の減
少には外遊びと徒歩通学の時間が関係していることを明らかにした 9）。また、我々は 1997 年
から地域や通学形態の異なる幅広い児童生徒を対象に、栄養素摂取量と加速度計を用いた客観
的な身体活動量に関する調査を継続しており 9-19）、都市部と農村部の調査では、都市部に比べ
農村部は身体活動量と徒歩通学時間が有意に少なく、肥満児が多く（p<0.002）、農村部のこど
もが都市部のこどもより肥満の割合が高いのは、低い身体活動、特に車送迎による徒歩通学時
間の少なさが関係していることを明らかにした 11）。 

 
２．研究の目的 
児童の身体活動量を促進する方策を検討するためには、長期間に起きているこどもの身体活
動量や体格の変化を正しく把握し、その背景となる生活習慣（運動・食事・生活時間）との関
連を明らかにすることが重要である。本研究の主たる目的は、同一小学校における調査により、
16～20 年間に起きている児童の身体活動量、栄養素摂取量、生活活動時間、体格の変化を検
討することであり、1999年と 2009年に調査した小学校で調査を行った。 
 
３．研究の方法 

16～20 年前に調査した都市部小学校に在籍する 6年生 169名（2017年 82名（男子 39名，
女子 43名）ならびに 2018年 87名（男子 38名，女子 49名））を対象に、以下の項目を調査
した。（1）～（4）は 16～20 年前と同じ調査項目である。 
（1）体格：調査時点での身長・体重を計測した。肥満度は学校保健統計方式 20）に従って算出
した。 
（2）身体活動量：調査期間中の 1 週間、1軸加速度装置付き歩数計ライフコーダ（Kenz）を
腰に装着し（就寝と入浴・水泳時を除く）、各日の歩数、推定エネルギー消費量、運動による推
定エネルギー消費量を測定した。歩数計は調査期間の前日に配布し、調査最終日の翌日に個人
面接にて記録の不備を点検後、回収した。ライフコーダで測定されるエネルギー消費量につい
ては、二重標識水法で測定されるエネルギー消費量と比較して過小報告する 21）。従って、児童
を対象に二重標識水法を用いてライフコーダで測定されたエネルギー消費量の妥当性を検証し
て作成した補正値を用いた。出力データのうち、1日 10時間および 3日以上装着した者のデー
タを採用した 22）。 
（3）生活活動時間：調査期間中の 1 週間について、各日の主な活動を分単位で自己記録式の
簡易的生活活動時間用紙 11,23）に記入してもらった。生活活動時間用紙は調査前日に配布し、調
査最終日の翌日に個人面接にて記録の不備を点検しながら回収した。 
（4）食事：調査期間中の 1 週間のうち、平日 2日間および休日 1日について、各日摂取した
食品名と重量または目安量を自己記録式の食事記録用紙に記入してもらった。食事記録用紙は
調査前日に配布し、調査最終日の翌日に個人面接にて記録の不備を点検しながら回収した。栄
養価計算ソフトWellness21（トップビジネスシステム）を用いて栄養分析を行い、栄養素摂取
量、食品群別摂取量、エネルギー産生栄養素バランスを含めた日本人の食事摂取基準 2015 年
版の値 24）に対する割合を算出した。 
（5）身体組成：調査時点での体脂肪量・筋肉量・骨量を測定した。体脂肪量・筋肉量測定は
生体電気インピーダンス分光法(BIS)によるマルチ周波数体組成計 MC-780A（TANITA）を用
いた。測定機器に採用されている部位別多周波インピーダンス法（S-BIS 法：Segmental 
Bioelectrical Impedance Spectroscopy）は、電極を持ち、低周波数電流と高周波電流を含めた
複数の交流電流を流して体内の水の抵抗値（インピーダンス）を測定するものであるが、人体
への危険性は報告されていない。ただし、ペースメーカーなど体内機器装着者は微弱電流を流
すことによる装置への障害が予測されるため、対象者から外した。 
 
 



４．研究成果 
（1）都市部小学校 6年生 82名（男子 39名，女子 43名）を対象にした 2017年の調査につい
て 
【結果】1）対象者は全国の同学年児童に比べ、男子の体重が有意に少ないが、女子は標準的
な体型の集団であった。肥満傾向児の割合（男子 4.5％，女子 3.4％）は学校保健統計調査の値
（男子 10.08％，女子 8.31％）20）よりも低率であった。体脂肪率による評価は、男子 90.9％、
女子 96.6％がやせから標準の範囲に該当し、体脂肪率は男子（14.1％）より女子（22.5％）で
有意に高値を示した（p<0.001）。骨量は男子より女子で有意に高値を示し、筋肉率は女子より
男子で高値を示した。2）平均歩数は男子 16,507歩、女子 11,712歩（p<0.001）であり、平日
休日ともに女子より男子で有意に高値を示した。3）男子の身体活動レベル（PAL）は低い（Ⅰ）
～普通（Ⅱ）、女子は低い（Ⅰ）に該当した。4）中強度以上の身体活動時間（平均：男子 63
分，女子 42分）については、女子は、推奨される 1日 60分以上の身体活動 25）を満たしてお
らず、高強度の身体活動時間も地方都市郊外の 6 年生（平日男子 23 分，女子 16 分）26）より
少なかった。5）生活活動時間は、外遊びの時間（特に休み時間）、運動の習いごとの時間と運
動時間（合計）が女子より男子で有意に長かった。運動の習いごとの実施率は男子が 59.1％、
女子が 10.3％であった（p<0.001）。自宅学習の時間は男子より女子で有意に長かった。6）対
象者の歩数を 2群（低位群・高位群）に分類し、BMI・体脂肪率・生活活動時間を比較した結
果、BMIと体脂肪率は低位群で有意に高値を示し、女子の体脂肪率が特に顕著であった。男子
の運動の習いごとの時間と運動時間（合計）は高位群で有意に長く、相関関係でみると、運動
の習いごとの時間と運動時間（合計）と低強度および高強度の身体活動時間との間に正の相関
が認められた。7）男子においては、徒歩通学時間と歩数、中強度の身体活動時間との間に正
の相関が認められ、徒歩時間（合計）と中強度の身体活動時間ならびに外遊び時間と低強度の
身体活動時間との間にも正の相関が認められた。女子の生活活動時間と高強度の身体活動時間
との間には有意な相関が認められなかった。8）対象者の筋肉率は歩数、中強度以上および高
強度の活動時間との間に有意な正の相関を、座って遊ぶ時間および TV＆DSゲームの時間との
間に負の有意な相関を示した。骨量は中強度以上および高強度の活動時間、休み時間における
外遊び（の時間）との間に有意な正の相関を、TV＆DSゲームの時間との間に負の有意な相関
を示した。 
【考察】女子の体脂肪率が男子より高いのは第 2次性徴の特徴であるが、活動量の影響も考え
られる。対象者の歩数は、Colleyら（男子 11,857歩，女子 10,351歩：p<0.05）27）、Craigら
（男子 12,211歩、女子 10,510歩）28）、Fukushimaら（男子 12,021歩，女子 9,117歩：p<0.001）
29）の報告に比べると高いが、PAL は低い（Ⅰ）～普通（Ⅱ）に該当した。先行研究と共通し
て、男子の歩数は女子より高値である。この歩数に有意に関連していたのは、男子では運動の
習いごとと運動時間であり、女子では徒歩通学時間であった。また、男子の場合は低・高強度
ともに運動の習いごと、運動時間が関係し、女子では低強度が外遊び時間、中強度が徒歩通学
時間、徒歩時間が関係していた。女子の活動量が男子より有意に低いのは、運動の習いごとを
行っている者が極めて少ないことが要因の一つに考えられる。通学距離の長い本対象者の場合、
徒歩通学時間は一定確保されているものの、特に女子においては中強度以上の運動が必要であ
ろう。また、小学校高学年の筋肉量、骨量の維持向上には、中強度以上の身体活動が重要であ
り、家庭では TV＆DSゲームのような座位行動を減少させ、休み時間に活動的かつ楽しく遊べ
るプログラムの作成が必要であると考える。 
【結論】小学校高学年児童の活動量促進には、年代や男女特性を考慮したプログラムの開発と、
それらを展開・継続させる仕組み（学校・家庭・地域などの連携を含む）について検討する実
践的研究が必要である。 
 
（2）都市部小学校に在籍する 6年生 169名（2017年 82名（男子 39名，女子 43名）と 2018
年 87名（男子 38名，女子 49名））を対象にした調査結果と 1999年ならびに 2009年の調査
結果との比較について 
【結果】2017年と 2018年に調査した対象者は、身長・体重は同年代児童に比べ、有意に大き
い（男子の体重のみ有意差なし）が、肥満の割合は全国値（男子 10.08％，女子 8.31％）20）と
の有意な差が認められなかった。平日の歩数は先行研究の値（男子 12,211歩，女子 10,510歩
28），男子 12,021 歩，女子 9,117 歩 29））より有意に高く、活動的な集団であった。2017 年と
2018 年の測定値を 20 年前、10 年前と比較すると、1）肥満の割合は、男子が 20 年前よりも
増加、10年前よりも減少し、女子が 20年前から徐々に増加しているが、有意な差は認められ
なかった。2）平日の歩数・運動による推定エネルギー消費量・身体活動レベルは、20 年前に
比べて有意に低い値を示した一方で、10 年前に比べて有意に高い値を示した。3）生活活動に
おいては、20年前および 10年前の児童に比べ、テレビ視聴時間が約 25％有意に減少し、学習
時間が有意に増加した。 
【考察】小学生を対象にした歩数の調査は海外や日本で実施されているが、断片的または個々
に実施された研究が多く、地域や使用する歩数計も異なり、直接比較できない。本研究は同一
小学校に在籍する 6年生を対象に、1999年と 2009年、2017＆2018年を同じ方法で調査して
いる。その結果、活動量は 20年前に比べて有意に低く、10年前に比べて有意に高いことが明
らかになった。本対象は限られた地域の児童であるが、都市部小学校高学年児童の活動量の変



化を示しているといえる。 
 先行研究によると、TV視聴時間は身体活動との間に負の関連があり（p<0.05）、過剰な体重
との間にも正の関連がある（p<0.01）30）、スクリーンタイムが 2時間未満の児童は 2時間以上
の児童より有意に活動的である 31）など、身体活動と座位行動の関連について多く報告されて
おり、本研究においても、20年間の活動量の変化に応じた TV視聴および学習時間の関係性が
認められた。しかし、外遊びの時間など活動的な行動との関係性は認められなかった。2017
年の総務省調査 32）によると、2010年以降に国内外ともにスマートフォンの急速な普及に伴い、
ソーシャルネットワークサービス（SNS）の利用率も急速に高まっている。情報社会が進む中、
児童の生活活動も多様化、複雑化し、現在使用の簡易的な活動記録用紙では抽出できなかった
観察すべき生活活動項目があるかもしれない。 
【結論】都市部小学校高学年児童における活動量が 20年前に比べて減少し、10年前に比べて
増加を示した生活活動の要因は明らかにならなかった。なお、近年急速に普及が進んでいるス
マートフォンの利用等の実態がどのように児童の生活様式に影響を与えているかは不明であり、
長期にわたる調査にはその時代に応じた質問項目作成も同時に必要であり、今後の研究課題で
ある。 
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